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令和５年３月24日 

 

政務活動先進事例調査報告書 

 

報告者：宍志の会 今井和夫 

 

 

 下記のとおり、先例事例調査を行いましたので、宍粟市議会政務活動費の使途に関する要領

第６（7）の規定により報告します。  

 

記 

 

 

１．研修年月日  令和４年７月23日〜24日 

２．研 修 先  川崎市川崎区駅前本町11－２ 

３．出 席 委 員   宍志の会 今井和夫 

４．事  務  局  なし 

５．研 修 会 名    第18回 全国地方議員交流研修会 

６．講師等の氏名    羽場久美子・青山学院大学名誉教授 

                   山内末子・沖縄県議会議員 

７．研 修 目 的    ・戦争に反対し住民の命と暮らしを守る道を探る。 

                    ・持続可能な地域を考える上で、どうすれば日本農業を守ることができ

るかを探る。 

                    ・全国の地方議員との交流・意見交換。先進地域の調査研究 

８．研修目的内容 

●講演 

羽場久美子教授 

①ウクライナ戦争の即時停戦、②東アジアで戦争を起こさない、③日本の軍事費の増大を阻

止して医療や福祉、貧困者への支援することなどを提起。世界の大きな歴史的な変化、米

欧の衰退と中国・アジア・アフリカの前進などに触れ、中国・韓国・日本・沖縄・台湾・

ロシアを結ぶ恒常的な対話組織の形成につなげることを呼びかけて、政府がやらない以上、

全国の地方自治体が平和のハブとして役割を果たすよう地方議員が奮闘してほしいと激励

した。 

 

山内末子・沖縄県議会議員 

 日本全体の中て米゙軍基地もない、そして自衛隊基地もない所、戦争ということについての

重さの違いかあ゙まりにもあり過ぎるのではないでしょうか。多分本土の皆さんたちは自分た

ちか戦゙場になるという意識がないのじゃないでしょうか。だからこそ軍備が大きくなっても

仕方がないですまされているのではないでしょうか。地方の議員の皆様方は、沖縄の声にも

っと耳を傾けていただきたい。そして沖縄の思いに心を寄せていただきたい。 
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●分科会「日本農業と食料を守るために」 

 ・鈴木宣弘・東京大学大学院教授の問題提起 

   日本の農業、食料は本当に危機的な状況だ。よく危機を煽るなと言われるけど、本当

にモノかな゙くなってからでは遅い。60歳を過ぎた方は命をかけてこの国難、農業・食

料を守るために立ち上がってほしい。 

 ・事例報告 

 ・福島県喜多方市の全小学校での農業科実践・・斎藤仁一・喜多方市議 

   全小学校で小学校３年生から６年生まで、総合の70時間のうちの35時間を農業科と

して実践している。 

 

９．考 察 

 ウクライナでの戦争が始まって一年以上経過。また、「台湾有事」等盛んに言われるよう

になり、アメリカの要求の元、日本の軍事費が今後５年間で約倍増、43兆円にふくらもう

としている。 

 特に台湾、尖閣等をめぐる状況の中で、何よりも欠落しているのが「話合い」だ。軍備・

戦争は、外交が破綻したときの最後の手段。しかし、そのような外交・話合いが行われてい

るようには全く見えない。そして、戦場になる可能性が甚だ大きい沖縄の人びとにとっては、

軍備を備えるということは、自分たちのところが戦場になるということに他ならない。その

ような危惧・恐怖とともに沖縄の人びとは日々暮らしているという認識は、私たちにはほと

んどないのではないだろうか。 

 戦争は一度始まってしまえば、破壊し尽くされるまで終わりがない。そして、それは決し

て他人事ではなく、私たちの暮らしにも大きく影響を及ぼすものとなるだろう。 

 この宍粟市を守る、私たちの暮らしを安心した持続可能なものにするためには、農業の安

定は欠くことのできない要素であり、そのためには国の支援は不可欠なものである。 

 そのような農業政策はもちろん、私たちの暮らし全般、教育・福祉・産業。そのようなと

ころを蔑ろにして、アメリカの要求のまま、アメリカの中古品とも言える軍備を買うことが

本当に我々の国を守ること、国防なのだろうか。 

 本当に私たちの暮らしを守る為の行動を私たちは起こして行かなければならないのではな

いだろうか、と強く考える。 

 

 

 












